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１．調査の目的
　ファシリティマネジメントの理念は、企業のなかで、組織横断的に総合的に経営活動の
一環として企画立案、実施、検証、フィードバック等が一元的に行われるべきであるとされてい
る。
一方で、わが国企業の多くは、機能別の縦割り組織のなかで、建物施設に関わるさまざまな
事項を、それぞれの部門が分担し、扱う事項によって計画主体と実施主体も異なることが多
いと考えられる。また、ファシリティマネジメント専門組織を設置する企業もある一方で、多くの
企業にとって　ファシリティマネジメントを担当する部門は総務･庶務部門という認識もある。
専門組織であれ　総務部門であれ　それらがファシリティマネジメントの課題に対して、どのよ
うに取り組んでいるのかその実態は多様であると言われている。

　本調査は、企業におけるファシリティマネジメントを、財務、不動産、建築工事、情報化、維
持保全、デザイン等の項目ごとにわけて　それぞれ企業のどの部門が中心に企画し実施して
いるかを把握し、一元的マネジメントというＦＭの理想像と実態との乖離を明らかにし、企業経
営のなかにＦＭの理念が取り込まれるために必要な課題を探ることを目的として実施したもの
である。

２．調査方法
　　対象企業：　　上場企業、もしくは非上場企業で従業員数１０００人以上の企業２０００社
　　集計数：　　　　２７７社（回収率　１３．９％）
　　調査方法：　　　郵送によるアンケート調査
　　調査期間：　　　２００２年１月１０日（木）　　~１月３１日（木）

１　　　調査概要　
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２．調査対象企業と属性

（１）調査対象企業の属性
今回のアンケート調査に回答のあった企業の属性は次の通り。

従業員 計 %
1 ～100人 10 3.6
2 101～500人 56 20.2
3 501～1000人 51 18.4
4 1001～2000人 63 22.7
5 2001～5000人 59 21.3
6 5001～10000人 17 6.1
7 10001人以上 21 7.6
総計 277 100
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・従業員数
　従業員数では、1001人～2000人が６３社と最も多い。
5000人超の企業は38社、１３．７％
1000人以上の企業　１６０社
2001人以上の企業　97社
1000人以下　１１７社

■回答企業の規模と業種

53

60

113

61

85

146

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非製造（Ｎ＝１１４）

製造（Ｎ＝１４５）

全体

1000人超 61 85 146

1000人以下 53 60 113

非製造（Ｎ＝１

１４）

製造（Ｎ＝１４

５）
全体

エネルギー関連

農林･水産

ビル管理

不動産

繊維・紙パルプ

食品

精密・印刷・事務機
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運輸･輸送・通信
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#N/A
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業種 計
エネルギー関連 1
農林･水産 1
ビル管理 5
不動産 5
繊維・紙パルプ 6
食品 7
精密・印刷・事務機 8
石油・ゴム・窯業 9
鉄鋼・非鉄金属 9
運輸･輸送・通信 15
金融･保険 15
#N/A 18
化学 21
その他製造業 24
建設・設計 24
商社・流通 29
機械・電機 36
サービス 44
総計 277

■回答企業の業種分布

1000人以下の企業は全体の４４％
製造業では４１％　非製造業では４６％
と若干比率が高い
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■回答者の所属部署 所属部署 計
総務/庶務部門 224
ＦＭ関連部門 17
経営企画部門 12
経営層 7
経理/会計部門 4
人事関連部門 4
不動産部門 4
業務管理部門 2
営業関連部門 1
情報システム部門 1
その他 1
総計 277

■回答者の所属部門（単一回答　Ｎ＝２７７）

3% 4% 6% 1% 81% 4% 0%

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他の部門 不明

「経営者、経営企画もしくは総務部門の責任者、またはそれに準ずる方」に
に回答を求めたが、回答者の所属部署はほとんどが総務／庶務部門（224
社　全体の　　８２％）であった。

経営層の回答　7社　経営企画の回答　１２社　ＦＭ関連部門17社

■オフィスの施設管理を担当する部門

　　この調査では、オフィスの施設管理の主管部門が、財務　不動産　工事　情報シ
ステム　維持管理　デザインの業務領域において、企画・実施の主幹部門とどのよ
うにかかわりを持っているかに注目した。そこで、まず企業の「オフィスの施設管理
担当部門」がどこかをたずねた。
施設管理を担当するのは、全体の８９％が、総務・庶務部門という回答
ＦＭ関連部門と答えたのは　15社
不動産部門と答えたのは　３社

1000人以下の企業では大半が総務・庶務部門が担当し、ＦＭ部門など専門部門が
担当する割合は1000人を超える企業のほうが多い。

施設管理担当 計
総務/庶務部門 246
ＦＭ関連部門 15
不動産部門 6
経営企画部門 3
技術部門 1
業務管理部門 1
経営層 1
経理/会計部門 1
その他 3
総計 277

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他の部門 不明

■オフィスの施設管理担当部門（単一回答　Ｎ＝２７５）
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３．各項目の比較分析

（１）企画･戦略策定部門について
ファシリティマネジメントでは、オフィスに係わる財務　不動産の取得等　工事計画　維持保全　情報化　デザイン戦略
に至るまで　横断的総合的に　企画から実践と評価まで単一の主体が一貫して責任を負うことの必要性が説かれて
いる。一方、今回の調査では　オフィスの情報化をのぞき　総務･庶務部門が　企画・戦略の立案から実施までを担う
傾向があることがわかった。しかし　項目によっては、総務･庶務部門は経営層・経営企画の戦略の実施部門という
位置付けにあることもうががえる。
また、ファシリティマネジメントは、経営管理活動であるという認識に対して、各項目のうち経営層、経営企画部門など
が担当する度合いに着目すると、オフィスに関する土地･建物の取得、賃貸借などの企画戦略が最も高く２８％（ＦＭ
部門　不動産部門を含めると　３６％）ついでオフィスに関する財務戦略の立案　２６％　建物工事の企画計画１８％
の順にある程度の係わりがみられるが、デザイン　情報化　維持保全などの分野では係わりが薄いことがうかがえる。
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情報提供

内容吟味

各項目について　オフィスの施設管理担当部門の関与の仕方を尋ねた問い（複数回答）に対しては、情報化を
のぞいて大きな差はみられなかった。

オフィスの施設管理を担当する部門の関与の仕方

各項目の　企画･戦略立案　および実践に　オフィスの施設管理担当は、どの程度関与しているかについて
たずねたところ、オフィスの運営・維持保全が　戦略・実践ともに関与の度合いが最も高く、建物工事、デザイン
オフィスに関する財務の順となっている。関与の度合いが比較的低いのは情報化、ついで不動産である。
オフィスの施設管理を担当する部門は　今回のアンケートでは９０％近くが庶務･総務部門であるという回答が
得られているが、情報化など総務･庶務部門が　担当する割合が低い項目に関しても「必ず関与」と答えた比率
が３８％程度あることなどから全般に　かかわっていこうという意識の高さがうかがえる。
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うまく機能している

どちらともいえない

改善の余地あり

不明

このような係わり方がうまく機能しているという回答は､各項目共通して少ない。特にオフィスの財務関連
と情報化に関しては　うまく機能しているという答えが半数以下であり、改善の余地ありが2割から3割を
示している。　総務部門が一元的に企画から実践まで行っている比率の高い　オフィス運営・維持保全や
オフィスのデザインに関しても　うまく機能している　という回答は５２％~５４％で、全般的に強く現状を肯定
する状況ではないことがうかがえる。
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■計画立案への
関与の度合い

46%

74%

61%

30%

21%

25%

14%

3%

8%

10%

2%

6%

総務以外（Ｎ＝１２４）

総務/庶務部門（Ｎ＝１５１）

全体（Ｎ＝２７５）

■財務戦略立案（単一回答　Ｎ＝２７６）

12% 14% 5% 2% 55% 8% 5%

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他の部門 複数回答

４－１．オフィス施設に関する財務計画/コスト管理について

（１）オフィス施設に関する財務計画・戦略を立案する部署

　オフィス施設の財務計画・戦略の立案部門は、５５％の企業が　総務・庶務部門であると答えている。
一方、経営層・経営企画部門が立案するという回答も、あわせて２７％あるのに対して、ＦＭ関連部門
不動産部門など　専門組織と答えたのは、７％（今回回答企業のうち、ＦＭ関連部門、不動産部門を持つ
企業は約１０％）、その他の部門とあわせて４１％が、総務以外の部門がオフィス施設の財務計画を担当
していることがわかる。
　人員規模別にみても、総務部門が担当する比率に大きな差はなく、おおむね半数が総務部門と答えて
いるのに対して、それ以外では、１０００人以下の場合経営層が直接かかわる比率が高く、逆に２０００人
以上の大規模組織では、ＦＭ部門、不動産部門など専門組織が担当という回答が増える。

0% 5% 10% 15% 20% 25%

～100人

101～500人

501～1000人

1001～2000人

2001～5000人

5001～10000人

10001人以上

経営層

経営企画部門

ＦＭ関連部門

不動産部門

総務/庶務部門

その他

複数部門

（２）オフィスの施設管理担当部門がオフィス財務計画立案に関与する度合い

本調査に回答のあった企業（Ｎ＝２７７）のうち、オフィスの施設管理を担当する部門はどこか　という
質問に対して　９０％の企業が　総務･庶務部門であると答えている。
したがって、５５％の企業が総務が立案という状況ならば、半数以上は必ず関与していることになる。
逆に、総務以外の部門が計画立案している場合について、どの程度関与しているのかが気になるところ
だが、４６％が必ず関与と答えている一方、たまに関与、殆ど関与しないとの答えもあわせて２４％ある。

必ず関与 まあまあ関与 たまに関与 殆ど関与しない

■企業規模別
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■計画策定部門と実施部門の関係

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

経営層

経営企画部門

ＦＭ関連部門

不動産部門

総務/庶務部門

その他

複数回答
経営層

経営企画部門

ＦＭ関連部門

不動産部門

総務/庶務部門

その他

複数回答

計画実施部門
計画策定部門

■オフィス財務関連実施部門（単一回答　Ｎ＝２７６）

1% 5% 5% 3% 72% 8% 6%

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他の部門 複数回答

（３）計画の実践、及び日々の運営（コスト管理）を担当する部署

オフィスの財務計画の関しては　半数近くが、総務以外の部門であるのに対して、計画の実践や
コスト管理に関しては、７２％が総務部門と答えている。総務部門が、オフィス財務に関して企画･計画
し、実行管理するケースと、経営層・経営企画などが策定した計画を総務が実行管理する場合の２種類
のパターンにわかれる。
また、不動産部、ＦＭ部門など専門組織に関しては、計画　実践ともに比率が同じで、計画と実行管理を
一元的に行う傾向があるものと思われる。
　ＦＭ専門組織が担当するケースを除き、どこが計画するにしろオフィスにかかわるコストの実行管理は、
総務部門の担当というのが一般的である状況がうかがえる。

（４）オフィスの施設管理担当の財務計画実施コスト管理への関与
オフィス施設管理担当部門は､総務部門という回答が９０％だから、７２％が総務実施なら６４％
以上が、必ず関与という回答になるはずである。

■オフィス財務実践への施設管理部門の関与

68% 21% 8% 3%

必ず関与 まあまあ関与 たまに関与 殆ど関与しない

46%

36%

40%

25%

22%

21%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自ら立案

立案支援

自ら実践

実践支援

情報提供

内容吟味

系列1 46% 36% 40% 25% 22% 21%

自ら立案
立案支
援
自ら実践

実践支
援
情報提
供
内容吟
味

（５）オフィス施設管理担当の財務計画立案・実施への関与の仕方

複数回答

Ｎ＝２７７

オフィスの施設管理担当部門の関与の仕方についてたずねたところ、自ら立案するという回答が４６％
自ら実践するが４０％　ついで立案支援が３６％と高い値をしめした。



10

（６）オフィスの財務計画　実践･コスト管理に関して､施設管理担当部門の関わり方に関する意見･感想

全体の４３％が、うまく機能していると答えている。総務部門が計画策定しているケースでは、うまく機能
しているという意見は４８％あるが、総務部以外の部門が計画策定するケースではやや低い３７％という
値を示している。
全体として　改善の余地ありとする回答が３割近くあり　他の質問ジャンルにくらべて最大である。

■関与の仕方への感想

43%

37%

48%

28%

35%

22%

27%

26%

28%

2%

2%

1%

（
全
体
）

不明 2% 2% 1%

改善の余地あり 27% 26% 28%

どちらともいえない 28% 35% 22%

うまく機能している 43% 37% 48%

（全体）
総務以外が計画
（Ｎ＝１２４）

総務計画（Ｎ＝１
５１）

計画・戦略策定が総務部門のケース

総務部門以外が計画･戦略策定のケース

うまく機能している どちらともいえない 改善の余地あり 不明
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■不動産の企画･戦略の策定部門（単一回答　Ｎ＝２７５）

14% 15% 4% 4% 45% 6% 12%

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他の部門 複数回答

　上記の企画・戦略の立案の主管部門はどこか　という問いに対して　全体の４５％の企業が総務・庶

務部門と答えている。他の項目に比べて　総務以外の部門が担当する場合が多い傾向がうかがえる。
　全体の29％が経営企画または経営層と答え、　不動産とＦＭ部門など専門組織と答えた比率は　８％
　　複数回答も１２％と他の項目に比べて多い。　また、従業員数の少ない企業に　経営層　経営企画部
門と答えた会社が多い。逆に従業員数の多い企業では、ＦＭ部門　不動産部門など専門部門が企画・
戦略の立案をするケースがみられる。業種別には　不動産業やビル管理業など専門企業をのぞき、差
はないが、製造業と非製造業を比較すると製造業のほうが、総務部門が不動産の企画･戦略を扱う比
率が高い傾向がわかる。

0% 5% 10% 15% 20% 25%

～100人

101～500人

501～1000人

1001～2000人

2001～5000人

5001～10000人

10001人以上
ＦＭ関連部門

営業関連部門

業務管理部門

経営企画部門

経営層

経理/会計部門

人事関連部門

総務/庶務部門

不動産部門

不明

複数回答

■不動産の企画･戦略の策定部門（企業規模別）

■不動産の企画･戦略の策定部門（業種別）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業計

非製造業計

総計

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他 複数

(Ｎ＝104）

(Ｎ＝1３６）

(Ｎ＝277）

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連

サ
ー
ビ
ス

そ
の
他
製
造
業

ビ
ル
管
理

運
輸
･輸
送
・通
信
化
学

機
械
・電
機

金
融
･保
険

建
設
・設
計

商
社
・流
通
食
品

精
密
・印
刷
・事
務
機

石
油
・ゴ
ム
・窯
業

繊
維
・紙
パ
ル
プ

鉄
鋼
・非
鉄
金
属

農
林
･水
産

不
動
産
#N
/A

#N/A

不明

不動産部門

総務/庶務部門

人事関連部門

経理/会計部門

経営層

経営企画部門

業務管理部門

営業関連部門

ＦＭ関連部門

４－２．オフィス用の不動産の取得やテナントとしての賃借に関して

（１）オフィス用不動産の取得または、ビル借入の企画・計画･戦略立案
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■不動産の企画･戦略への関与（単一回答　Ｎ＝２７５）

53% 26% 14% 6% 0%

必ず関与 まあまあ関与 たまに関与 殆ど関与しない 不明

（２）オフィスの施設管理担当が企画・戦略立案に関与する度合い

先にオフィス施設管理の担当の９０％は総務部門であるという回答を得ている。企画の主管の５５％が総務
以外と答えているにもかかわらず、「必ず関与する」という答えが５３％ある。
直接の主管ではない場合でも、3割以上が必ず関与と答えている。

0% 5% 10% 15% 20% 25%

～100人

101～500人

501～1000人

1001～2000人

2001～5000人

5001～10000人

10001人以上

必ず関与

まあまあ関与

たまに関与

殆ど関与しない

■不動産の企画･戦略への関与の度合い

■不動産の企画･戦略への関与（総務が主管の場合とそうでない場合）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総務・庶務部門が企画（Ｎ＝１２４）

それ以外の部門が企画（Ｎ＝１５２）

合計（Ｎ＝２７６）

■施設管理担当の不動産の企画・戦略への関与の度合い

48%

57%

31%

21%

14%

14%

6%

7%

非製造業

製造業

必ず関与 まあまあ関与 たまに関与 殆ど関与しない 不明

必ず関与 まあまあ関与 たまに関与 殆ど関与しない 不明

企業規模が大きい方が総務の担当する比率が高く、必ず関与すると答える割合も大きい。また業種別
では、製造業のほうが､非製造業にくらべて総務が担当する比率が高く、「必ず関与」と答える企業も多い。
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■不動産の取得や賃貸借実施部門（単一回答　Ｎ＝２７５）

1%2% 8% 5% 74% 4% 6%

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他 複数

（３）取得や賃貸借契約を実践する部署

オフィスに関わる不動産の取得や賃貸借を実践する部署はどこか　という問いに対して７４％が、総務
庶務部門であると答えている。それ以外では、ＦＭ関連部門、不動産部門があげられている。ＦＭ部門
不動産部門が、取得や賃貸の企画・戦略を立案する比率に対して、実施のパーセンテージが高いこと
から、ＦＭ　不動産部門といえども不動産関連では、完全に一元的に責任を負って実施しているわけでは
ない状況がうかがえる。
企業規模別にみると、2000人以上の大規模企業では、ＦＭや不動産部門などが、取得や賃貸借の実施
を行う傾向にある。

■不動産・ＦＭ部門が実践する場合の企画元

2

2

4

4

11

11

12

12

2

2

1

1

1

1

2

ＦＭ関連部門

不動産部門

総計

経営層

経営企画部門

ＦＭ関連部門

不動産部門

総務/庶務部門

人事関連部門

その他

0% 5% 10% 15% 20% 25%

～100人

101～500人

501～1000人

1001～2000人

2001～5000人

5001～10000人

10001人以上
経営層

経営企画部門

ＦＭ関連部門

不動産部門

総務/庶務部門

営業関連部門

業務管理部門

経理/会計部門

不明

複数回答

0%
2%
4%
6%
8%
10%
12%
14%
16%
18%

エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連

サ
ー
ビ
ス

そ
の
他
製
造
業

ビ
ル
管
理

運
輸
･輸
送
・通
信
化
学

機
械
・電
機

金
融
･保
険

建
設
・設
計

商
社
・流
通
食
品

精
密
・印
刷
・事
務
機

石
油
・ゴ
ム
・窯
業

繊
維
・紙
パ
ル
プ

鉄
鋼
・非
鉄
金
属

農
林
･水
産

不
動
産

複
数
回
答

複数回答

不明

不動産部門

総務/庶務部門

経理/会計部門

経営層

経営企画部門

業務管理部門

営業関連部門

ＦＭ関連部門
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■不動産　関与の仕方（複数　回答 N=277）

44%

28%

39%

25%

25%

23%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自ら立案

立案支援

自ら実践

実践支援

情報提供

内容吟味

系列1 44% 28% 39% 25% 25% 23%

自ら立案 立案支援 自ら実践 実践支援 情報提供 内容吟味

48% 27% 21% 4%

（４）オフィス施設管理担当は、オフィスにかかわる不動産の取得、賃借の企画､実施にどうかかわって
　　　いるか
　オフィス施設管理担当（総務部門、あるいはＦＭ部門､不動産部門など）が、自ら立案するが４４％
自ら実践する　が３９％と　やや少ないものの　財務のときの回答と似た傾向を示している。

（５）上記の関わり方に　ついての感想

うまく機能している どちらともいえない 改善の余地あり 不明

■不動産　関与の仕方に対する感想（単一回答　Ｎ＝２７７）

うまく機能しているという答えは、全体のうちの４０％



15

４－３．社内の建物工事案件に関して（オフィス改築など）

自社のオフィスビルの建設、もしくはテナントビルの比較的大規模な内装工事などを行う場合
に、計画立案を行う部署、工事の実施を行う部署はどこか。また、それぞれに関して「オフィスの施設管
理担当」はどのように関与しているかについてたずねた。　

（１）建物工事の企画･計画　戦略の策定部門
総務･庶務部門が担当するという回答が全体の６０％を占める。次いで　経営層　経営企画部門が
あわせて１８％　ＦＭ・不動産部門があわせて９％　である。
企業規模別には、５０００人以上の大規模企業では、総務・庶務部門が建設や工事の企画を行う比率は
少ない。これは企業規模が大きくなるにつれて建物建設や大規模内装工事などの機会も多く、不動産・ＦＭ
部門や経営企画部門がかかわる比率が大きくなるためと思われる。
逆に、１000人以下の企業では　規模が小さくなるに従って　経営層、経営企画部門の係わる比率が増える。
業種別では、非製造業のほうが総務・庶務部門という回答がやや少ない。

■建築工事の企画･計画の策定部門（単一回答　Ｎ＝２７５）

9% 9% 5% 4% 60% 4% 3% 6% 1%

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他の部門 それぞれの部門 その他（複数回答等） 不明

■建物工事の企画･戦略の策定部門（単一回答　企業規模別）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～100人

101～500人

501～1000人

1001～2000人

2001～5000人

5001～10000人

10001人以上

総計 経営層

経営企画部門

ＦＭ関連部門

不動産部門

総務/庶務部門

営業関連部門

業務管理部門

経理/会計部門

工事部門

それぞれの部門

複数回答

不明Ｎ＝１０

Ｎ＝５５

Ｎ＝５１

Ｎ＝６３

Ｎ＝１７

Ｎ＝５９

Ｎ＝２１

■建築工事の企画･戦略の策定部門（単一回答　業種別）

13

11

24

7

14

21

7

4

11

5

6

11

96

61

157

4

5

9

2

5

7

9

8

17 2

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

非製造業

合計 経営層

経営企画部門

ＦＭ関連部門

不動産部門

総務/庶務部門

その他の部門

それぞれの部門

その他

不明

Ｎ＝２５９

Ｎ＝１１４

Ｎ＝１４５
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■建物工事の実施部門（単一回答　Ｎ＝２７５）

1%2% 6% 5% 63% 3% 7% 1% 11% 1%

（２）オフィスの施設管理担当の建物工事立案への関与について

■建物工事立案への関与（単一回答　Ｎ＝２７５）

69% 19% 8% 3%1%

必ず関与 まあまあ関与 たまに関与 殆ど関与しない 不明

必ず関与する　という回答が６９％と、高い比率をしめしている。総務・庶務が企画するケースでは
当然ながら、総務以外の部門が企画すると答えた企業のうち半数以上が、必ず関与すると答えて
いる。

■企画･戦略の策定部門別　建築工事実施部門

1

3

4

6

6

2

14

16

1

12

13

131

44

175

2

6

8

13

7

20

2

2

16

31

2

2

15

0 50 100 150 200 250 300

総務/庶務部門

総務・庶務以外

総計 経営層

経営企画部門

ＦＭ関連部門

不動産部門

総務/庶務部門

その他

工事部門

それぞれの部門

複数部門

不明

Ｎ＝１６５

Ｎ＝１１２

総務・庶務部門が戦略・企画立案する比率が６０％であったのに対して工事実施に関して総務・庶務
部門が実施すると答えた比率は６３％である。そこで、総務・庶務部門が企画する場合と、それ以外
の部門が企画する場合とにわけてみると、前者ではほとんど、総務･庶務部門が実施も行うほか、工
事部門が実施を行ったり　他の部門と共同であったりする場合がみられる。また総務以外が企画を担
当するケースでは、約3割が　総務で実施を行い　他はＦＭ・不動産など専門部門ほかの部門が実施
を担当していることがわかる。

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他 工事部門 それぞれの部門 複数部門 不明

■企画部門別　工事企画･計画への関与の度合い

57

134

191

16

6

22

31

23

54

6

2

8

2

2

0 50 100 150 200 250 300

総務・庶務以外

総務・庶務

総計

必ず関与

たまに関与

まあまあ関与

殆ど関与しない

不明Ｎ＝１６５

Ｎ＝１１２

（３）工事の実践(実施）の主幹部門に関して
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■オフィス施設管理担当の建築工事実践への関与（単一回答　Ｎ＝２７７）

71% 17% 7% 3%1%

必ず関与 まあまあ関与 たまに関与 殆ど関与しない 不明

（４）オフィスの施設管理担当の工事実施への関与の度合い

■工事実施部門別　施設管理担当の工事実施への関与

59

139

198

22

26

48

13

7

20

5

3

8

3

3

0 50 100 150 200 250 300

総務・庶務以外

総務/庶務部門

総計

必ず関与

まあまあ関与

たまに関与

殆ど関与しない

不明

Ｎ＝１７５

Ｎ＝１０２

オフィスの施設管理を担当する人は、建築工事の実施に関与しますかという問いに対して
全体の７１％が必ず関与すると答えている。工事実施の部門が､総務･庶務部門であると答えた
ケースでは、７９％が必ず関与すると答え、総務､庶務以外の部門が工事実施するケースでも
半数以上が必ず関与すると答えている。

■建物工事関与の仕方（複数回答　Ｎ＝２７７）

52%

30%

39%

29%

18%

27%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自ら立案

立案支援

自ら実践

実践支援

情報提供

内容吟味

（５）オフィス施設管理担当は、オフィスにかかわる工事の企画､実施にどうかかわっているか
　オフィス施設管理担当（総務部門、あるいはＦＭ部門､不動産部門など）が、自ら立案するが５２％
とやや高く、自ら実践する　が３９％は他と同等、情報提供するが　他よりやや低い値である　
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■建物工事に関してオフィスの施設管理担当の関わり方に対する感想（単一回答

Ｎ＝２７７）

52% 26% 19% 2%

うまく機能している どちらともいえない 改善の余地あり 不明

■建物工事への施設管理担当の関わり方への感想（企画部門別）

51

93

38

35

19

35

4

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総務・庶務以外が企画

総務・庶務が企画

うまく機能している

どちらともいえない

改善の余地あり

不明

Ｎ＝１１２

Ｎ＝１６５

■建物工事への施設管理担当の関与に関する感想（実施部門別）

49

95

29

44

19

35

5

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総務・庶務以外が実施

総務・庶務が実施
うまく機能している

どちらともいえない

改善の余地あり

不明

Ｎ＝１０２

Ｎ＝１７５

Ｎ＝

■建物工事への施設管理担当の関与に関する感想（企画・実施部門別）

74

70

144

29

44

73

27

27

54

1

5

6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

企画･実施ともに総務部門

それ以外

総計

うまく機能している

どちらともいえない

改善の余地あり

不明

Ｎ＝１３１

Ｎ＝１４６

（６）建築工事に関して、オフィス施設管理担当の関与の仕方に対する感想

全体の５２％が　うまく機能していると答えた反面　2割ちかくが改善の余地ありと答えている。
うまく機能しているという答えは、総務･庶務部門が企画、または実施するケースにおいて多く
総務・庶務部門以外が　企画または実施するケースでは、４５％と上記にくらべ少ない。
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■維持保全の企画･戦略の策定部門（企業規模別）

2

3

3

3

2

12

3

5

94

123

5

1

3

2

5

11

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～1000人

1001人～

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他の部門 それぞれの部門 その他（複数回答等） 不明

Ｎ＝１６０

Ｎ＝１１７

４－４．オフィスの運用（維持・保全）について

（１）オフィス運用･維持･保全の計画・企画・戦略策定部門
全体のうちの７８％が、総務･庶務部門が維持･保全・運用の計画や戦略を策定すると答えている。
企業規模別に、1000人以下と1000人以上で比較してみても、総務・庶務部門が担当するという比率
に差はみられないが、大企業ではＦＭ部門、あるいは複数の部門の連携という回答が増える一方
1000人以下では、総務部門以外では、それぞれの部門、あるいは複数部門など傾向はまちまちで
ある。
業種別には、製造業のほうが、総務・庶務部門が維持保全の企画･戦略を担当する比率がやや高く
（７９％）非製造業では、不動産部など専門組織の存在などのより、総務･庶務が担当する比率が若干
低くなっている。

■維持保全の企画･戦略の策定部門（業種別）

2

2

3

3

4

8

6

2

88

115

4

2

2

3

5

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非製造業Ｎ＝１１４

製造業Ｎ＝１４５

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他の部門 それぞれの部門 その他（複数回答等） 不明

■オフィスの運用･維持保全の企画･戦略の策定部門（単一回答　Ｎ＝２７７）

2%2% 5% 3% 78% 2%2% 6%

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他の部門 それぞれの部門 その他（複数回答等） 不明
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■オフィス維持保全の企画･戦略の策定部門（単一回答　Ｎ＝２７７）

1%1%4% 3% 75% 4% 2% 10%

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他の部門 それぞれの部門 その他（複数回答等） 不明

オフィスの運用･維持･管理の実施部門は、どこかという問いに　全体の７５％が総務・庶務部門で
あると答えている。企画・計画に比べて実施の比率が下がっているのは、他部門の実施や複数回答
があるためである。総務・庶務部門で企画し実施すると答えた企業数は１９６社（７１％）であった。

データの個数 : カウンタ 維持保全計画実践
維持保全戦略立案 総務/庶務部門
それぞれの部門 2
営業関連部門 1
経営企画部門 3
経営層 3
総務/庶務部門 196
複数回答 3
総計 208

実施部門が総務･庶務部門であると答えた企業のうち
維持･保全の戦略立案の担当部門についてみると、左の
表のようになる。

データの個数 : カウンタ 維持保全計画実践
維持保全戦略立案 ＦＭ関連部門 不動産部門 複数回答 総計
ＦＭ関連部門 10 4 14
不動産部門 8 8
総計 10 8 4 22

サンプル数は少ないものの、ＦＭ関連部門、不動産部門が企画立案する企業では、実施もほぼ
一元的に行われているものと思われる。

データの個数 : カウンタ 維持保全計画実践
維持保全戦略立案 ＦＭ関連部門 不動産部門 総計
ＦＭ関連部門 10 10
総務/庶務部門 2 1 3
不動産部門 8 8
総計 12 9 21

■維持保全実践への関与（単一回答　Ｎ＝２７７）

74% 20% 4%1%

■維持保全戦略への関与（単一回答　Ｎ＝２７７）

75% 19%4%2%

必ず関与 まあまあ関与 たまに関与 殆ど関与しない

必ず関与 まあまあ関与 たまに関与 殆ど関与しない
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■オフィスの維持保全関与の仕方（複数回答）

59%

22%

46%

23%

18%

25%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

自ら立案

立案支援

自ら実践

実践支援

情報提供

内容吟味

■オフィスの運営･維持保全　感想（単一回答　Ｎ＝２７７）

54% 26% 18% 2%

うまく機能している どちらともいえない 改善の余地あり 不明
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■オフィスの情報化の企画･戦略の策定部門（単一回答　Ｎ＝２７５）

1% 8% 0% 6% 69% 0%0%0%1% 12%

0% 5% 10% 15% 20%

サービス

機械・電機

商社・流通

その他製造業

建設・設計

化学

#N/A

運輸･輸送・通信

金融･保険

石油・ゴム・窯業

鉄鋼・非鉄金属

精密・印刷・事務機

食品

繊維・紙パルプ

ビル管理

不動産

エネルギー関連

農林･水産

経営層

経営企画部門

不動産部門

総務/庶務部門

情報システム部門

営業関連部門

業務管理部門

経理/会計部門

それぞれの部門

複数回答

経営層 経営企画部門 不動産部門 総務/庶務部門情報システム部門 その他の部門 それぞれの部門 その他（複数回答等）

情報システム部門が６９％と極めて高い比率を占める。オフィスの情報化が、経営戦略課題として意識
されているあらわれとして経営企画部門が担当という回答も８％みられた。

複数回答（注釈付き回答含む）が１２％と多いのも注目すべき点である。不動産同様、専門性が高い
分野では、単一部門がすべて責任を負うのでなく、経営企画などと共同合議などで責任を分担してい
る傾向がうかがえる。

0% 5% 10% 15% 20% 25%

～100人

101～500人

501～1000人

1001～2000人

2001～5000人

5001～10000人

10001人以上 経営層

経営企画部門

不動産部門

総務/庶務部門

情報システム部門

営業関連部門

業務管理部門

経理/会計部門

それぞれの部門

複数回答

４－５．オフィスにおける情報システム化について

１．計画・戦略の立案を担当する部署はどこか

■業種別

■企業規模別
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

～100人

101～500人

501～1000人

1001～2000人

2001～5000人

5001～10000人

10001人以上

総計 経営層

経営企画部門

不動産部門

総務/庶務部門

情報システム部門

営業関連部門

業務管理部門

経理/会計部門

それぞれの部門

複数回答

オフィスの施設管理の担当は、オフィスの情報化の企画・戦略の立案にどの程度関与するか

■情報化戦略への関与

25% 36% 27% 11%

必ず関与 まあまあ関与 たまに関与 殆ど関与しない

総務･庶務部門が担当する比率が６％程度であるにもかかわらず、必ず関与すると答えた比率は
２５％ある。複数回答（総務と情報システム等）が多かったこととあわせて、オフィスの情報化については
オフィスの施設管理担当部門がなんらかのかかわりを持っている状況がうかがえる。

■オフィスの情報化実施部門（単一回答　Ｎ＝２７７）

0% 77% 10%

5%

0%

4%
2%
2%

経営層 経営企画部門 不動産部門 総務/庶務部門情報システム部門 その他の部門 それぞれの部門 その他（複数回答等）

オフィスの情報化の実践を行う部門はどこか

オフィスの情報化の企画･戦略の立案部門とほぼ同等の傾向を示す。情報システム部門の占める割合が
７７％とさらに大きくなる。オフィスの情報化に関しては、情報システム部門が企画･戦略から実施まで
一元的に携わっている傾向が強いことがわかる。

■オフィス情報化実践への関与

23% 38% 28% 11%

必ず関与 まあまあ関与 たまに関与 殆ど関与しない

オフィスの施設管理担当がオフィス情報化実践に関与する度合い
オフィス情報化の企画･戦略への関与とほぼ同じ傾向の値。オフィスの情報化の実践に関しても企画同様
オフィスの施設管理担当は、なんらかの係わりをもつ状況にあることがうかがえる。
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14%

29%

12%

40%

39%

27%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自ら立案

立案支援

自ら実践

実践支援

情報提供

内容吟味

その他

■オフィスの情報化に関してオフィス施設管理担当の関与の仕方（複数回答）

オフィスの情報化に関して　施設管理担当の関与の仕方

他の項目と比較して、実践を支援する　とか情報提供など支援的かかわりが強いことがうかがえる。

■オフィスの情報化に関してオフィス施設管理担当の係わり方に関する感想

45% 30% 21% 4%

うまく機能している どちらともいえない 改善の余地あり 不明

情報化に関して　オフィスの施設管理担当の関与の仕方に関してうまくいっていると答えた比率は４５％
改善の余地ありと答えた比率　２１％　　漠然としたした不満の状況がうかがえる。
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0% 5% 10% 15% 20%

サービス

機械・電機

商社・流通

その他製造業

建設・設計

化学

その他

運輸･輸送・通信

金融･保険

石油・ゴム・窯業

鉄鋼・非鉄金属

精密・印刷・事務機

食品

繊維・紙パルプ

ビル管理

不動産

エネルギー関連

農林･水産

うまく機能している

どちらともいえない

改善の余地あり

不明

0% 5% 10% 15% 20% 25%

～100人

101～500人

501～1000人

1001～2000人

2001～5000人

5001～10000人

10001人以上

従業員規模別にみても　１００人以下の
企業の「うまく機能している」度合いが
高いほか
大企業の不満足度、１００人から１０００人
規模の企業の不満足度がやや高いか？
あまりはっきりした差はない。

うまく機能している　どちらともいえない　改善の余地あり　不明
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■オフィスのﾃﾞｻﾞｲﾝ企画・戦略の策定部門（単一回答　Ｎ＝２７７）

2% 4% 66% 2% 15% 7%

3% 1%

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他 それぞれの部門 複数回答ほか

４－６．オフィスにおける家具配置やデザイン変更（インテリアや小規模修繕を含む）について

オフィス環境やデザインに関する意思決定と実践に関して

計画/企画・戦略の立案を担当する部署はどこか
総務・庶務部門が企画立案するという回答が６６％と過半を占める一方、それぞれの部門、複数回答など
「特に決まっていない」という内容の答えが２２％あった。
それぞれの部門という回答は　他の質問ジャンルに比べて突出している。

■オフィスの施設管理担当がオフィスのﾃﾞｻﾞｲﾝの企画に関与する度合い（単一回答　Ｎ＝２７７）

61% 24% 10% 5%

必ず関与している　　まあまあ関与している　　たまに関与することがある　　殆ど関与することはない　　不明

オフィスの施設管理担当が当立案に関与することがあるか

実践を担当する部署はどこか

■オフィスのﾃﾞｻﾞｲﾝ実践部門（単一回答　Ｎ＝277）

2% 2% 69% 5% 12% 8%

0

4%

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他 それぞれの部門 複数回答ほか

実践を担当する部署はどこか　という問いに対する回答は、企画・戦略を担当する部署とほぼ同等の内容
であった。総務・庶務部門が６９％と高い比率を占め　それぞれの部門　複数回答も合計2割を占める。

オフィスの施設管理担当が当実践に関与することはあるか

■オフィスのﾃﾞｻﾞｲﾝ実践へ施設管理担当の関与の度合い（単一回答　Ｎ＝277）

65% 23% 9% 3%0%

必ず関与している　　まあまあ関与している　たまに関与することがある　殆ど関与することはない　　不明
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関与する場合の関わり方

関与の仕方に関する感想

■オフィスの施設管理担当のオフィスﾃﾞｻﾞｲﾝへの関与の仕方（複数回答）

48%

31%

37%

26%

25%

24%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自ら立案

立案支援

自ら実践

実践支援

情報提供

内容吟味

■オフィスのﾃﾞｻﾞｲﾝ　施設管理担当の関与の仕方に関する感想

52% 26% 20% 1%

うまく機能している どちらともいえない 改善の余地あり 不明
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■回答者の所属部署 所属部署 計
総務/庶務部門 224
ＦＭ関連部門 17
経営企画部門 12
経営層 7
経理/会計部門 4
人事関連部門 4
不動産部門 4
業務管理部門 2
営業関連部門 1
情報システム部門 1
その他 1
総計 277

■回答者の所属部門（単一回答　Ｎ＝２７７）

3% 4% 6% 1% 81% 4% 0%

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他の部門 不明

「経営者、経営企画もしくは総務部門の責任者、またはそれに準ずる方」に
に回答を求めたが、回答者の所属部署はほとんどが総務／庶務部門（224
社　全体の　　８２％）であった。

経営層の回答　7社　経営企画の回答　１２社　ＦＭ関連部門17社

■オフィスの施設管理を担当する部門

　　この調査では、オフィスの施設管理の主管部門が、財務　不動産　工事　情報シ
ステム　維持管理　デザインの業務領域において、企画・実施の主幹部門とどのよ
うにかかわりを持っているかに注目した。そこで、まず企業の「オフィスの施設管理
担当部門」がどこかをたずねた。

■オフィスの施設管理担当部門（単一回答　Ｎ＝２７７）

0% 5% 2% 89%

1% 1%

1%

施設管理担当 計
総務/庶務部門 246
ＦＭ関連部門 15
不動産部門 6
経営企画部門 3
技術部門 1
業務管理部門 1
経営層 1
経理/会計部門 1
その他 3
総計 277

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他の部門 不明

■オフィスの施設管理担当部門（単一回答　Ｎ＝２７５）

0%

0%

0%

1%

0%

1%

1%

5%

5%

1%

1%

2%

39%

50%

89%

0%

1%

1%

0%

1%

1%

～1000人

1001人～

総計
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オフィス内でのレイアウト変更/部署移動”　に関して

①構想段階での概算シミュレーションを行う部署

■レイアウト変更・部署移動の概算シミュレーションを行う部署（単一回答　Ｎ＝277）

3% 7% 4% 2% 65% 3% 10% 5% 1%

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他 それぞれの部門 複数回答ほか

②実践を担当する部署

■レイアウト変更・部署移動の実施部門（単一回答　Ｎ＝277）

5% 1% 70% 6% 10% 7% 1%

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他 それぞれの部門 複数回答ほか

9%

13%

17%

7%

47%

1%

4%

1%

3%

8%

8%

6%

5%

38%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

経営層

経営企画

総務/庶務

営業関連

情報システム

ＦＭ関連

人事関連

品質管理

不動産

工事部門

経理/会計

購買/資材

業務管理

それぞれ

その他

③主担当以外で実践に関与する部署（複数可） 　

５．個別項目
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“オフィスの移転/統廃合”　に関して

①構想段階での概算シミュレーションを行う部署

②実践を担当する部署　

③主担当以外で実践に関与する部署（複数可） 　　　　

■“オフィスの移転/統廃合”　に関して構想段階での概算シミュレーションを行う部署（単一回答　Ｎ＝277）

14% 18% 4% 2% 47% 3% 4% 9% 1%

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他 それぞれの部門 複数回答ほか

■“オフィスの移転/統廃合”　に関して実践を担当する部署（単一回答　Ｎ＝277）

0%1%5% 3% 73% 5% 6% 5% 1%

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他 それぞれの部門 複数回答ほか

11%

18%

19%

8%

44%

0%

11%

1%

5%

8%

12%

5%

6%

34%

3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

経営層

経営企画

総務/庶務

営業関連

情報システム

ＦＭ関連

人事関連

品質管理

不動産

工事部門

経理/会計

購買/資材

業務管理

それぞれ

その他



31

“オフィスのノンテリトリアル化/フリーアドレス化”　に関して

①構想段階での概算シミュレーションを行う部署

②実践を担当する部署　　

③主担当以外で実践に関与する部署（複数可）

■“オフィスのノンテリトリアル化/フリーアドレス化”　に関して構想段階での概算シミュレーションを行

う部署（単一回答　Ｎ＝277）

4% 13% 4% 1% 53% 7% 4% 5% 10%

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他 それぞれの部門 複数回答ほか 無回答

その他の部門では　情報システム部門

■“オフィスのノンテリトリアル化/フリーアドレス化”　に関して実践を担当する部門

（単一回答 Ｎ

2%5% 1% 59% 9% 7% 6% 11%

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他 それぞれの部門 複数回答ほか 無回答

8%

13%

19%

7%

39%

0%

6%

0%

2%

6%

8%

4%

3%

26%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

経営層

経営企画

総務/庶務

営業関連

情報システム

ＦＭ関連

人事関連

品質管理

不動産

工事部門

経理/会計

購買/資材

業務管理

それぞれ

その他
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“オフィス運用部門（維持・保全）のアウトソース化”　に関して

①構想段階での概算シミュレーションを行う部署

②実践を担当する部署　　

③主担当以外で実践に関与する部署（複数可）

■“オフィス運用部門（維持・保全）のアウトソース化”　に関して概算段階でシミュ

レーションを行う部門（単一回答　Ｎ＝277）

3% 8% 4% 3% 71% 2%2%4% 3%

■“オフィス運用部門（維持・保全）のアウトソース化”　に関して実践を行う部門

2% 74% 6% 3% 5% 4%

1%

4%

8%

15%

16%

4%

23%

1%

5%

1%

3%

5%

13%

4%

4%

20%

3%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

経営層

経営企画

総務/庶務

営業関連

情報システム

ＦＭ関連

人事関連

品質管理

不動産

工事部門

経理/会計

購買/資材

業務管理

それぞれ

その他

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他 それぞれの部門 複数回答ほか 無回答

経営層 経営企画部門 ＦＭ関連部門 不動産部門 総務/庶務部門 その他 それぞれの部門 複数回答ほか 無回答



33

1000人未満

１０００人以上

総計

不明 1% 0% 1%

知らない 8% 4% 13%

詳しくはしらない 12% 10% 22%

内容知っている 17% 23% 40%

導入意欲あり 2% 9% 11%

理解し活用 2% 11% 13%

1000人未満 １０００人以上 総計

６．ファシリティーマネジメントに関する企業の認知度について

■FMの概念認知度(単一回答　Ｎ＝２７７）

13% 11% 40% 22% 13% 1%

理解し活用 導入意欲あり 内容知っている 詳しくはしらない 知らない 不明

（１）ＦＭの概念の認知度

回答をよせた２７７社のなかで、ＦＭの概念を知っている企業は全体の６４％を占めうち、理解し活用していると
答えた企業は全体の１３％、導入意欲ありと答えた企業は１１％であった。
　概念そのものの認知度は高いといえるが、現在活用している、あるいは今後導入したいとする企業が２３％と
少ないのは、ＦＭの有益性や活用の仕方がまだ十分に理解されていないことがうかがえる。
業種別には、認知の度合いに大きな差はないが、非製造業のほうがやや　活用，導入意欲ともに少し優勢であ
ると思われる。

従業員数

従業員数

企業規模別にみると従業員　1000人以上の企業で認知度、活用度が高く、導入し活用していると答えた企
業の大半は1000人以上の規模の企業であった。

■ＦＭの概念認知度（業種別）

13%

10%

13%

10%

36%

43%

24%

21%

12%

14%

2%

1%

非製造業

製造業

Ｎ＝１４５

Ｎ＝１１４

Ｎ＝１１７

Ｎ＝１６０

Ｎ＝２７７
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■ＦＭ有資格者の有無（単一回答　Ｎ＝２５７）

6% 14% 4% 47% 28% 2%

資格取得奨励 いるし業務に活用 いるが業務に役立たず いないが必要かもしれない いないし不要 その他

（２）ＦＭ有資格者の有無について
　回答のあった企業のうち、ＦＭ有資格者がいる、もしくは資格取得を義務づけたり奨励していると答えた企業は
２４％あった。一方４７％と半数近い企業が、「いないが、必要かもしれない」と答えている。
また　有資格者はいるものの業務に役立っていない　と答えた企業は全体のわずか４％であり、ＦＭ資格に対する
期待度の高さがうかがえる。
また、ＦＭ有資格者がいないし、不要であるという回答も全体の２８％あるが、企業規模別にみると従業員規模の
小さい会社が占める割合が多い。
製造業、非製造業でＦＭ有資格者の有無に大きな差はみられないが、非製造業の有資格者保有率がやや高いこと
がうかがえる。その一方でいないし不要と答えた比率も非製造業の割合が多い。

4% 42% 19% 19% 11% 4%

～100人

101～500人

501～1000人

1001～2000人

2001～5000人

5001～10000人

従業員数

■ＦＭ有資格者がいない
　し不要と答えた企業
（Ｎ＝７２）の内訳

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

101～500人

501～1000人

1001～2000人

2001～5000人

5001～10000人

10001人以上

業務に活用

業務に役立たず

資格取得奨励

■ＦＭ有資格者がいる、もしくは企業として資格取得奨励している会社Ｎ＝６１の規模別分布

■ＦＭ有資格者の有無（業種別）

6%

5%

19%

10%

1%

5%

40%

51%

32%

27%

2%

1%

非製造業（Ｎ＝１０４）

製造業総計（Ｎ＝１３６）

資格取得奨励 いるし業務に活用 いるが業務に役立たず いないが必要かもしれない いないし不要 その他
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（３）ＦＭの専門組織の有無
　企業内に専門のＦＭ組織の有無を尋ねたところ、専門組織ありと答えたのは、わずかに１５％（４２社）であった。
現在はないが、「今後必要かもしれない」を含めても３３％で、ＦＭの概念の認知度が高いわりに、企業内の
専門組織として横断的専門組織としての機能を求める声は少ないと考えられる。
一方　その他と答えた企業の多くは、専門のアウトソーシング関連会社を持っているという回答であった。ＦＭ
　前節の　ＦＭ有資格者との関係でみると、総務でＦＭを担当していると答えた企業のうち、大半がＦＭ有資格者の
必要性を感じているか　もしくは有資格者がいると答えている。逆に　ＦＭ専門組織の必要性を感じないと答えた
企業は、ＦＭの有資格者についても不要と答えているものが多い。
企業にとってＦＭを実行組織ときりわけて考えている傾向が窺える。

■ＦＭ専門組織の有無（単一回答　Ｎ＝２７７）

5% 10% 18% 40% 20% 6%

ＦＭに特化した専門部門
があり実績をあげている

ＦＭを意識した組織
をもち取り組んでいる

現在はないが今後
は必要かもしれない

ＦＭと意識していないが
総務部門が担当している

ないし特別に必要性を
感じない その他

0 20 40 60 80 100 120

ＦＭ意識した組織

今後必要

専門組織

総務で担当

無いし不要

いないが必要

いないし不要

業務に活用

業務に役立たず

資格取得奨励

■ＦＭ担当社員数

0 10 20 30 40

1名のみ

2名

3名

4名

5名

6～１０名

10名以上

計

■ＦＭ担当パートタイマー数

0 1 2 3 4 5

1名のみ

2名

3名

10名以上

計

■ＦＭ業務　業務委託の人員数

0 2 4 6 8 10 12

1名のみ

2名

3名

4名

5名

6～１０名

10名以上
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経営トップの専決事項

のひとつとなっている

ＦＭと意識してはいない

が総務部門の長が兼務 ＦＭを担当する役員がいる いないし必要性を感じない 

ＦＭを専門に担当する部門

の長が責任者

■ＦＭ担当部門の責任者

4% 54% 11% 15% 16%

（単一回答　Ｎ＝１４７）

（４）ＦＭ関連部門がある場合の責任者
総務部門を含め、ＦＭ業務を担当する部門がある場合の責任者は誰かという問いには、１４７社の
回答があり、半数は「ＦＭとは意識してはいないが総務部門の長が兼務」という答えであった。
　一方で　経営トップの専決事項の一つである、またはＦＭを担当する役員がいるという答えが
あわせて１５％あった点は興味深い。

十分機能している まあまあ機能しているどちらでもない あまり機能せず 全く機能せず

■ＦＭ組織の機能の度合（単一回答　Ｎ＝１１２）

11% 46% 23% 19% 1%

（５）ＦＭ組織の機能の度合い
　感想でかまわないから、ＦＭを担当する組織（総務部門を含む）は、どのように機能していると感じるかと
いう問いに対して、半数以上が　特に問題なく機能していると答えている。ＦＭを意識した組織がある場合の
評価はやや高いが、総務で担当、と今後ＦＭ専門部門が必要と感じている企業は、現状に問題を感じて
いることが窺える。

0% 10% 20% 30% 40% 50%

専門組織

ＦＭ意識した組織

今後必要

総務で担当

無いし不要

その他

十分機能

まあまあ機能

どちらでもない

あまり機能せず

全く機能せず

■ＦＭ組織の機能の度合い（ＦＭを担当する部門別　Ｎ＝１１２）




